
Ⅱ．事業評価個表（令和３年度）

評価年度の設定理由

令和５年度に新型炉転換炉「ふげん」において、県内初となる原子炉解体に着手する計画であるため

交付金事業の定性的な成果及び評価等

廃炉工事における具体的な技術や資機材に直結する検討・技術支援をより充実させる必要がある

評価に係る第三者機関等の活用の有無

嶺南Ｅコースト計画推進会議（国、大学、経済団体、電力事業者等で構成）

単位 評価年度 令和６年度

廃止措置工事
に参入する県
内企業の割合

嶺南Ｅコース
ト計画

成果実績 ―

目標値 ― 全体参入数の５割

達成度 ％

事業期間の設定理由 ―

交付金事業の成果目標及び
成果実績

成果目標

番号 措置名 交付金事業の名称

2 企業導入・産業活性化措置 廃止措置における次の段階に向けた検討・技術サポート事業

交付金事業に関係する都道
府県又は市町村の主要政
策・施策とその目標

【主要政策・施策】
○嶺南Ｅコースト計画（令和２年３月策定）

基本戦略Ⅱ　デコミッショニングビジネスの育成
プロジェクト１　廃止措置工事等への地元企業の参入促進、製品・技術の供給拡大

【目標】
　　廃止措置工事に参入する県内企業の割合　全体参入数の５割（令和６年度末）

事業開始年度 令和３年度 事業終了（予定）年度 令和３年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 福井県

交付金事業実施場所 県内全域

交付金事業の概要
・廃炉の実務経験者、有識者および電力事業者が課題とその対応策を議論する廃炉検討会の開催
・管理区域内での解体工事に必要な技術力確保に向けた協力会社への技術指導あっせん
・管理区域内での解体工事で活用しうる製品の評価、開発支援

成果指標



交付金事業の担当課室 福井県安全環境部原子力安全対策課　廃炉・新電源対策室

交付金事業の評価課室 福井県安全環境部原子力安全対策課　廃炉・新電源対策室

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

廃炉検討会報償費・旅費 有識者2名 44,260

廃炉検討会食糧費 随意契約 福井県庁生活協同組合 3,955

製品評価郵送料 随意契約 福井県庁生活協同組合 1,590

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 49,805

うち文部科学省分 49,805

総事業費 49,805

うち経済産業省分

交付金事業の総事業費等 令和３年度 年度 年度 備　考

交付金事業の活動指標及び
活動実績

活動指標 単位 令和３年度

達成度 ％ 110%

技術サポート件数および製品
評価件数

活動実績 件 11

活動見込 件 10


